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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐熱性の超合金からなる部品（９）を溶接する方法であって、
　部品表面（１０）への溶加材（１３）の付着が、前記溶加材を溶融するための溶接ビー
ムが照射される領域としての熱注入ゾーン（１１）と、
　前記熱注入ゾーン（１１）へ前記溶加材を供給するための供給ゾーンとにおいて行われ
、
　一方の前記熱注入ゾーン（１１）および前記供給ゾーンと他方の前記部品表面（１０）
とを互いに相対的に移動させる、前記方法において、
　少なくとも溶接出力、プロセス速度、前記溶接ビームの直径の溶接パラメータは、材料
が凝固するときの冷却速度が少なくとも１秒あたり８０００ケルビン（Ｋ／ｓ）であるよ
うに選択され、
　前記溶接出力は１００Ｗから３００Ｗとし、前記プロセス速度は少なくとも２５０ｍｍ
／ｍｉｎとし、さらに、前記溶加材（１３）の付着は層状の付着によって行なうことによ
り、先の付着層と後の付着層との間に多結晶の溶接継目が生成されるようにすることを特
徴とする方法。
【請求項２】
　前記溶接出力ならびに前記溶接ビームの直径に関わる前記溶接パラメータは、材料が凝
固するときの冷却速度が少なくとも１秒あたり８０００ケルビン（Ｋ／ｓ）であるように
選択される、請求項１に記載の方法。
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【請求項３】
　先行する層（１９）が溶融される、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　先に付着された層（１９）はその層厚の半分よりも少ない厚さで再度溶融される、請求
項３に記載の方法。
【請求項５】
　各々の層（１９，２１）について前記熱注入ゾーン（１１）と前記供給ゾーンが溶接方
向（Ｓ１，Ｓ２）に沿って前記部品表面（１０）に対して相対的に移動し、
　互いに連続する層（１９，２１）の前記溶接方向（Ｓ１，Ｓ２）が相互に回転している
、請求項１，３または４に記載の方法。
【請求項６】
　前記熱注入ゾーン（１１）と前記供給ゾーンとは溶接方向（Ｓ１，Ｓ２）に沿って該溶
接方向を中心として振動する経路（Ｐ１，Ｐ２）上で前記部品表面（１０）に対して相対
的に移動する、請求項１から５までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記部品（９）はγ'含有ニッケル基超合金を有している、請求項１から６までのいず
れか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記溶加材（１３）の付着に続いて熱処理が行われる、請求項１から７までのいずれか
１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記熱注入用の熱源として３００Ｗレーザが用いられる、請求項１から８までのいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項１０】
　Ｎｄ－ＹＡＧレーザが用いられる、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　レーザ出力は１００Ｗから３００Ｗである、請求項９または１０に記載の方法。
【請求項１２】
　レーザビームの直径は５００μｍから８００μｍである、請求項１から１１までのいず
れか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　耐熱性の超合金からなる部品（９）を溶接する溶接装置であって、
　部品表面（１０）で、溶加材（１３）を溶融するための溶接ビームが照射される領域と
しての熱注入ゾーン（１１）を生成するための、出力が１００Ｗから３００Ｗの熱源（３
）と、
　前記熱注入ゾーン（１１）へ前記溶加材（１３）を供給するための供給装置（５）と、
　一方の前記熱源（３）および前記供給装置（５）と他方の前記部品表面（１０）との間
で相対運動を生成するための搬送装置（１５）とを備えている溶接装置において、
　前記溶接のプロセス速度は少なくとも２５０ｍｍ／ｍｉｎとし、材料が凝固するときの
冷却速度が少なくとも１秒あたり８０００ケルビンであるように溶接パラメータを調整し
、かつ前記溶加材（１３）の付着は層状の付着によって行われ、先の付着層と後の付着層
との間に多結晶の溶接継目が生成されるようにすることができる制御ユニット（１７）を
有している溶接装置。
【請求項１４】
　前記制御ユニット（１７）は溶接出力ならびに前記溶接ビームの直径に関わる前記溶接
パラメータを調整して、材料が凝固するときの冷却速度が少なくとも１秒あたり８０００
ケルビンであるようにすることができる、請求項１３に記載の溶接装置。
【請求項１５】
　前記制御ユニット（１７）における制御プログラムは前記熱注入ゾーン（１１）と前記
供給ゾーンを溶接方向（Ｓ１，Ｓ２）に沿って該溶接方向（Ｓ１，Ｓ２）を中心として振
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動する経路（Ｐ１，Ｐ２）上で前記部品表面（１０）にわたって移動させる、請求項１３
または１４に記載の溶接装置。
【請求項１６】
　前記熱源（３）はレーザである、請求項１３から１５までのいずれか１項に記載の溶接
装置。
【請求項１７】
　前記制御ユニット（１７）における制御プログラムは層状の溶接の場合に互いに連続す
る各層（１９，２１）の前記溶接方向（Ｓ１，Ｓ２）を相互に回転させることができる、
請求項１３から１６までのいずれか１項に記載の溶接装置。
【請求項１８】
　前記熱源（３）として３００Ｗレーザを有している、請求項１６または１７に記載の溶
接装置。
                                                                                
              

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、部品、特にガスタービン部品、たとえばガスタービン翼を溶接する方法およ
び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ガスタービンの動翼は、運転時に高い温度と強い機械的負荷を受ける。したがってこの
ような種類のコンポーネントには、特に、γ’相の析出によって強化することができるニ
ッケル基の超合金が使用される。それでも時間がたつと動翼に亀裂が生じる可能性があり
、そうした亀裂は時間の経過とともにさらに広がっていく。このような亀裂は、たとえば
ガスタービン運転時の極端な機械的負荷に基づいて発生することがあり、あるいは、すで
に製造プロセス中に生じることもある。タービン翼およびこのような種類の超合金からな
るその他の部品の製造には高い費用がかかり、コストが集中するので、製造時の不良品を
できるだけ少なくしながら製造をするとともに、製造された製品の長い耐用寿命を確保す
る努力がなされている。
【０００３】
　稼働しているガスタービン翼は定期的に保守整備され、運転に起因する負荷に基づいて
そのままでは機能を確保することができなくなると、場合により交換される。交換された
タービン翼を引き続いて使用することを可能にするために、このタービン翼はふたたび可
能な限り再処理され、そのようにして、あらためてガスタービンで使用できるようになる
。このような種類の再処理作業においては、たとえば当初の壁厚を回復させるために、損
傷した領域での肉盛溶接が必要になることがある。
【０００４】
　すでに製造プロセスにおいて亀裂を生じたタービン翼も、たとえば肉盛溶接によって使
用可能にすることができ、それにより、製造時の不良品を減らすことができる。
【０００５】
　しかしながらγ’硬化されたニッケル基超合金は、同種類の溶加材による従来式の溶接
方法によっては、現在のところ溶接することが困難である。その原因は、ミクロ偏析すな
わち溶融物のミクロな成分分離を防止しなくてはならないことにある。さらに溶接プロセ
ス自体が、後続する熱処理中に溶接部での亀裂生成につながることがある。その原因は、
溶接をするときの熱注入中の可塑変形による溶接残留応力である。
【０００６】
　γ’硬化されたニッケル基超合金の溶接の難しさを回避するために、たとえばγ’硬化
されていないニッケル基合金のような延性溶加材を用いて溶接が行われることが多い。こ
のようなγ’硬化されていないニッケル基合金の典型的な代表は、たとえばＩＮ６２５（
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登録商標）である。γ’硬化されていない溶加材の延性は、溶接後の最初の熱処理中にお
ける可塑変形による溶接応力の低減を可能にする。しかしながら硬化されていない合金は
、γ’硬化されたニッケル基超合金に比べて低い耐熱性しか有していない（低い引張強度
と低いクリープ破断強さの両方）。したがって、延性溶加材を使わない溶接方法を適用す
るほうが好ましい。この方法は２つに分けることができ、すなわち、γ’相の粗粒子化に
よる延性向上のために母材の過エージングが行われる方法と、予熱された基材で溶接プロ
セスが実施される方法とに分けることができる。予熱された基材での溶接プロセスの実施
は、溶接プロセス中の回復によって溶接残留応力を低減させる。
　前述した過エージングを有する溶接プロセスは、たとえば特許文献１に記載されており
、予熱された部品で実施される溶接プロセスは、たとえば特許文献２に記載されている。
【０００７】
　しかし、延性溶加材を使わない上述した両方の溶接方法も、同じく欠点と結びついてい
る。たとえば溶接プロセス前に実施される過エージングでは、γ’硬化可能なニッケル基
超合金の相応の熱処理が溶接前に実施され、それによってγ’相の過エージングを惹起す
る。このときに基本材料の延性が明らかに増大する。このような延性の増大は、材料を室
温で溶接することを可能にする。さらには材料を冷間矯正することができる。さらに、こ
のような種類の熱処理は、たとえば登録商標であるＲｅｎｅ４１やＨａｙｎｅｓ２８２の
ようなニッケル基超合金を溶加材として使用することを可能にする。これらは組織におい
てγ’相を形成しているものの、たとえばガスタービン翼のようなガスタービン高温ガス
コンポーネントに今日使用されるような典型的なγ’含有ニッケル基超合金（たとえば登
録商標であるＩＮ７３８ＬＣ、ＩＮ９３９、Ｒｅｎｅ８０、ＩＮ６２０３ＤＳ、ＰＷＡ１
４８３ＳＸ、Ａｌｌｏｙ２４７等）よりも、明らかに低い容積割合でしか形成していない
。したがって、溶接プロセスの前に過エージングが行われている場合でさえ、完全に構造
的な溶接を行うことはできない。
【０００８】
　タービン翼の予熱が行われると、タービン翼の溶接個所と残りの部分との間の温度差お
よびこれに伴って生じる応力勾配が少なくなり、それにより、ニッケル基超合金でできた
コンポーネントでの溶接割れの形成を防止することができる。しかし、誘導コイルによっ
て９００℃から１０００℃の温度までタービン翼の予熱が行われるこのような方法は、保
護ガスのもとで実施しなくてはならず、このことは溶接プロセスを複雑にし、高コストの
ものにする。そのうえこの方法は、保護ガス容器の中にある部品へのアクセス性が不足し
ているために、部品のどの領域でも実施するというわけにはいかない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】米国特許６，１２０，６２４号明細書
【特許文献２】米国特許５，３１９，１７９号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　したがって、特にγ’硬化されたニッケル基超合金に適しており、上に挙げた欠点を有
しておらず、もしくは低い程度にしか有していない、肉盛溶接をするための上記に代わる
溶接方法が求められている。本発明のさらに別の課題は、本発明の方法を実施するのに適
した溶接装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　第１の課題は、請求項１に記載の肉盛溶接をする方法によって解決され、第２の課題は
、請求項１６に記載の溶接装置によって解決される。
従属請求項には本発明の好ましい実施形態が記載されており、好ましくは互いに任意に組
み合わせることができる。
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【００１２】
　耐熱性の超合金からなる部品を溶接する本発明の方法では、熱注入ゾーンおよび熱注入
ゾーンへ溶加材を供給するための供給ゾーンにおいて、部品表面への溶加材の付着が行わ
れる。熱注入ゾーンと供給ゾーンは、溶接中、部品表面にわたって移動する。この移動は
溶接方向に沿って行うことができ、たとえば直線経路で行うことができ、または、溶接方
向を中心として振動する経路で行うことができる。本発明の方法では、溶接パラメータは
、材料が凝固するときの冷却速度が少なくとも８０００Ｋ／ｓであるように選択される。
【００１３】
　材料が凝固するときの少なくとも８０００Ｋ／ｓの冷却速度を調整するために適用され
る主要パラメータは、たとえばレーザ出力およびレーザビーム直径の形態の溶接出力およ
び熱注入ゾーンの直径に関する方法パラメータ、送り（プロセス速度）、および場合によ
り、供給される溶加材の流である。使用するレーザ源の種類に応じて、これらのパラメー
タを適切に適合化することで、溶接されるべき材料の求められる冷却速度を調整すること
ができる。このときプロセス速度は少なくとも２５０ｍｍ／ｍｉｎ、特に４００～６００
ｍｍ／ｍｉｎ、さらに特に５００ｍｍ／ｍｉｎとすることができる。たとえば５００ｍｍ
／ｍｉｎ以上のプロセス速度のとき、溶接出力および熱注入ゾーンの直径に関わる方法パ
ラメータは、材料が凝固するときの冷却速度が少なくとも８０００Ｋ／ｓであるように調
整することができる。
【００１４】
　高い冷却速度と高い凝固速度によって、ミクロ偏析すなわち溶融物のミクロな成分分離
がほぼ回避される程度まで、分布係数が高くなる。溶着金属中の溶融物がデンドライト凝
固し、すなわち樹枝状の構造で凝固し、このデンドライトの成長方向は溶接の軌跡に沿っ
て変化する。デンドライトの可能な成長方向の向きが、凝固前線における温度勾配に対し
て変化するからである。温度勾配に対して最小の傾きをもつ成長方向、ないし最小の成長
速度をもつ成長方向が全体に広がる。さらには、凝固前線の前に複数の核が形成され、こ
れらの核は凝固中に凝固前線に取り込まれる。このような核は、ランダムに分布するデン
ドライト成長方向を生じさせる。
【００１５】
　本発明による方法は、たとえばγ’含有のニッケル基超合金からなる部品を、γ’を形
成するニッケル基超合金材料である溶加材によって溶接するのに適している。その場合、
同一種類の溶加材を使用することによって溶着金属における高い強度が実現され、是認で
きる溶接品質すなわち非常に少ない数の亀裂と非常に短い平均亀裂長さが実現される。局
所的に融液浴に接している保護ガス雰囲気によって室温で溶接プロセスを行うことが可能
なので、本発明による溶接方法は高い経済性を実現する。
【００１６】
　本方法は、特に、溶加材の付着が層状に行われる肉盛溶接方法として構成することがで
きる。この場合、連続する各層の溶接方向は相互に回転していてよく、特に９０°だけ回
転していてよい。それぞれ異なる層の溶接方向の回転により、各層の間の接合不良を回避
することができる。これは特に、熱注入ゾーンと供給ゾーンがさらに溶接方向に沿って、
溶接方向を中心として振動する軌道上を部品表面にわたって運動する場合である。
【００１７】
　不規則に分布するデンドライト配向は、主として溶接の軌跡の上側半分に存在している
。したがって本発明の方法では、事前に付着された層がその層厚の半分よりも少ない厚さ
で再び溶融されるのが好ましい。これにより、前述のような溶加材の層状の付着によって
、先に付着された層（先の付着層）と後に付着された層（後の付着層）との間に、溶接継
目が生成される。このとき、再び溶融される領域の結晶構造が凝固のときに受け継がれる
。小さい再溶融深さにより、デンドライト配向が不規則に分布している領域に凝固前線が
かぶさることが保証される。このことは結果として多層溶接において、直径が平均的に非
常に小さい複数の粒子をもつ多結晶が生起され、多結晶の溶接継目が生成されることにつ
ながる。粒界は、一般に、溶接プロセス中またはこれに続く熱処理中に過渡的な応力が生
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じたとき、亀裂形成に関する弱点となる。本発明の方法で溶接された溶着金属では平面に
おける粒界の長さが短く、その配向が不均等であることによって、溶着金属は亀裂形成に
対していっそう影響を受けにくくなるので、溶接プロセスを室温で実施することができる
。
【００１８】
　本発明による方法は、多結晶の基材だけでなく、方向性凝固する基材または単結晶の基
材でも適用することができる。上述したいずれのケースでも、γ’含有ニッケル基超合金
を溶加材として使用することができる。
【００１９】
　本発明による溶接方法では、溶加材の付着に続いて熱処理を行うことができる。そのよ
うにして、溶着金属に適合化された熱処理により、希望するγ’の形態を調整することが
できる。このことは、溶着金属の強度のいっそうの改善に役立つ。
【００２０】
　本発明の方法を実施するのに適した、耐熱性の超合金を溶接する本発明の溶接装置は、
部品表面で熱注入ゾーンを生成するための熱源と、熱源へ溶加材を供給するための供給装
置と、一方の熱注入ゾーンおよび供給装置と他方の部品表面との間で相対運動を生成する
ための搬送装置とを備えている。搬送装置は、熱源と供給装置を運動させて相対運動を惹
起するために、熱源および溶加材の供給装置と連結されているのが好ましい。このことは
、通常、部品を動かすよりもコストが小さい。熱源としては、本発明による溶接装置では
特にレーザを適用することができる。さらに本発明の溶接装置は、材料が凝固するときの
冷却速度が少なくとも１秒あたり８０００ケルビンであるように溶接パラメータを調整す
る制御プログラムを有する制御ユニットを備えている。特に制御ユニットは、溶接出力な
らびに熱注入ゾーンの直径に関わる溶接パラメータを調整して、材料が凝固するときの冷
却速度が少なくとも１秒あたり８０００ケルビンであるようにする。このとき溶接は、少
なくとも１分あたり２５０ｍｍのプロセス速度で実施することができ、特に、１分あたり
５００ｍｍ以上のプロセス速度で実施することができる。
【００２１】
　相対運動は、特に、熱注入ゾーンと供給ゾーンが溶接方向に沿って、溶接方向を中心と
して振動する経路上を部品表面にわたって移動するように制御することができる。さらに
制御ユニットは、連続する各層で溶接方向がたとえば９０°だけ相互に回転するように、
振動のない相対運動または振動のある相対運動を行わせることができる。
【００２２】
　本発明の溶接装置は、本方法の枠内で説明した溶接パラメータ、たとえば一方の熱源お
よび供給装置と他方の部品との間の相対運動の軌道、プロセス速度、レーザ出力、ビーム
直径などを溶接プロセスについて備えている制御プログラムを利用することで、本発明に
よる溶接方法の実施を可能にする。本方法の枠内で説明した方法パラメータおよびメカニ
ズムは、基礎材料や溶融物に凝固亀裂や再溶融亀裂のような亀裂が形成されるのを抑制す
るのに役立つ。このことは、特に、基礎材料と溶加材が両方ともγ’形成ニッケル基超合
金である場合にも成り立つ。その結果として、たとえばタービン翼その他の部品の高い負
荷を受ける領域での補修や接合の目的のために構造的な溶接について是認することができ
る、本発明の方法および本発明の溶接装置により生成可能な溶接の品質が得られる。
【００２３】
　本発明の上記以外の構成要件、特性、および利点は、添付の図面を参照しながら行う以
下の実施例の説明から明らかとなる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】一例としてのガスタービンを示す部分縦断面図である。
【図２】タービン翼を示す斜視図である。
【図３】ガスタービン燃焼室を示す部分破断斜視図である。
【図４】本発明による溶接装置を示す模式図である。
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【図５】溶加材の第１の層についての溶接軌道である。
【図６】溶加材の第２の層についての溶接軌道である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　図１は、一例としてガスタービン１００を部分縦断面図として示している。
【００２６】
　ガスタービン１００は、タービンロータとも呼ばれる、回転軸１０２を中心として回転
支承された、シャフト１０１を備えるロータ１０３を内部に有している。
【００２７】
　ロータ１０３に沿って、吸込ハウジング１０４と、圧縮機１０５と、同軸に配置された
複数のバーナ１０７を備えるたとえばトーラス形の燃焼室１１０、特に環状燃焼室と、タ
ービン１０８と、排ガスハウジング１０９とが連続している。
【００２８】
　環状燃焼室１１０は、たとえば環状の高温ガス通路１１１と連通している。そこで、た
とえば相前後して配置された４つのタービン段１１２がタービン１０８を形成する。
【００２９】
　各々のタービン段１１２は、たとえば２つの翼リングで形成されている。作動媒体１１
３の流動方向で見て、静翼列１１５の高温ガス通路１１１の中には、動翼１２０で形成さ
れる翼列１２５が続いている。
【００３０】
　静翼１３０は、ここではステータ１４３の内部ハウジング１３８に取り付けられており
、それに対して翼列１２５の動翼１２０は、たとえばタービンディスク１３３によってロ
ータ１０３に取り付けられている。
【００３１】
　ロータ１０３には発電機または作業機械が連結されている（図示せず）。
【００３２】
　ガスタービン１００の運転中、圧縮機１０５により吸込ハウジング１０４を通って空気
１３５が吸い込まれ、圧縮される。圧縮機１０５のタービン側端部で提供される圧縮空気
はバーナ１０７へと案内され、そこで燃料と混合される。そしてこの混合物が、作動媒体
１１３を形成しながら、燃焼室１１０の中で燃焼される。そこから作動媒体１１３は高温
ガス通路１１１に沿って静翼１３０および動翼１２０のそばを通過する。動翼１２０のと
ころで作動媒体１１３は衝撃を伝達しながら膨張し、それによって動翼１２０がロータ１
０３を駆動し、ロータがこれに連結された作業機械を駆動する。
【００３３】
　高温の作動媒体１１３に曝露されるコンポーネントは、ガスタービン１００の運転中に
熱負荷を受ける。作動媒体１１３の流動方向で見て第１のタービン段１１２の静翼１３０
と動翼１２０は、環状燃焼室１１０を外装する熱遮断部材と並んでもっとも多く熱の負荷
を受ける。
【００３４】
　そこで生じる温度に耐えるために、これらを冷却剤によって冷却することができる。
【００３５】
　同様に、これらのコンポーネントの基材は方向性の構造を有することができ、すなわち
、これらは単結晶（ＳＸ構造）であるか、または縦配向の粒子だけを有している（ＤＳ構
造）。
【００３６】
　コンポーネントの材料、特にタービン翼１２０，１３０及び燃焼室１１０のコンポーネ
ントの材料として、たとえば鉄基の超合金、ニッケル基の超合金、またはコバルト基の超
合金が用いられる。
　このような超合金は、たとえば欧州特許第１２０４７７６Ｂ１号明細書、欧州特許第１
３０６４５４号明細書、欧州特許出願公開第１３１９７２９Ａ１号明細書、国際公開第９
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９／６７４３５号パンフレット、国際公開第００／４４９４９号パンフレットから知られ
ている。
【００３７】
　同様に、翼１２０，１３０を腐食に対してコーティングすることができる（ＭＣｒＡｌ
Ｘ；Ｍは鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）の群のうちの少なくとも１つ
の元素であり、Ｘは活性元素であり、イットリウム（Ｙ）および／またはケイ素、スカン
ジウム（Ｓｃ）および／または希土類のうちの少なくとも１つの元素ないしハフニウムを
表す）。このような合金は、欧州特許第０４８６４８９Ｂ１号明細書、欧州特許第０７８
６０１７Ｂ１号明細書、欧州特許第０４１２３９７Ｂ１号明細書、または欧州特許出願公
開第１３０６４５４Ａ１号明細書から知られている。
【００３８】
　ＭＣｒＡｌＸの上に断熱層がさらに設けられていてよく、これはたとえばＺｒＯ2、Ｙ2

Ｏ3－ＺｒＯ2でできており、すなわち、この断熱層は酸化イットリウムおよび／または酸
化カルシウムおよび／または酸化マグネシウムによって部分的または全面的に安定化され
ているのではない。
【００３９】
　たとえば電子ビーム蒸着（ＥＢ－ＰＶＤ）のような適当なコーティング方法により、柱
状の粒子が断熱層に生成される。
【００４０】
　静翼１３０は、タービン１０８の内部ハウジング１３８側の静翼脚部（ここには図示せ
ず）と、静翼脚部と反対側の静翼頭部とを有している。静翼頭部はロータ１０３のほうを
向いており、ステータ１４３の取付リング１４０に取り付けられている。
【００４１】
　図２は、長軸１２１に沿って延びる、流体機械の動翼１２０または静翼１３０を斜視図
として示している。
【００４２】
　流体機械は、電力を生成するための航空機や発電所のガスタービン、蒸気タービン、ま
たはコンプレッサであってよい。
【００４３】
　翼１２０，１３０は、長軸１２１に沿って相前後して、取付領域４００と、これに接す
る翼プラットフォーム４０３と、翼板４０６と、翼先端部４１５とを有している。
【００４４】
　静翼１３０としての翼１３０は、翼先端部４１５にさらに別のプラットフォームを有す
ることができる（図示せず）。
【００４５】
　取付領域４００には、シャフトやディスクに動翼１２０，１３０を取り付ける役目をす
る翼脚部１８３が形成されている（図示せず）。
【００４６】
　翼脚部１８３はたとえばハンマーヘッドとして構成されている。クリスマスツリー形の
脚部やダブテール形の脚部としてのこれ以外の構成も可能である。
【００４７】
　翼１２０，１３０は、翼板４０６のそばを流れていく媒体のために、流入エッジ４０９
と流出エッジ４１２とを有している。
【００４８】
　従来型の翼１２０，１３０では、翼１２０，１３０のすべての領域４００，４０３，４
０６で、たとえば中実な金属材料、特に超合金が使用される。
　このような超合金は、たとえば欧州特許第１２０４７７６Ｂ１号明細書、欧州特許第１
３０６４５４号明細書、欧州特許出願公開第１３１９７２９Ａ１号明細書、国際公開第９
９／６７４３５号パンフレット、国際公開第００／４４９４９号パンフレットから知られ
ている。
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【００４９】
　このとき翼１２０，１３０は、方向性凝固を利用する場合もある鋳造方法、鍛造方法、
フライス削り方法、またはこれらの組み合わせによって製作することができる。
【００５０】
　単結晶の１つまたは複数の構造をもつ部品は、運転時に高い機械的、熱的、および／ま
たは化学的な負荷に曝露される機械のコンポーネントとして利用される。
【００５１】
　このような種類の単結晶部品の製作は、たとえば溶融物からの方向性凝固によって行わ
れる。これは、液体の合金を単結晶構造になるように、つまり単結晶部品になるように、
すなわち方向性をもって凝固させる鋳造方法である。
【００５２】
　このときデンドライト結晶が熱流に沿って結晶方向を整えられ、柱状結晶の粒子構造（
柱状構造、すなわち部品の長さ全体にわたって延び、ここでは一般的な用語法に従って方
向性凝固と呼ぶ粒子）を形成するか、または単結晶構造を形成し、すなわち部品全体が単
一の結晶でてきている。この方法では、球状晶子の（多結晶の）凝固部との移行部を回避
しなくてはならない。非方向性の成長により、横方向と長手方向の粒界が必然的に形成さ
れ、このような粒界が、方向性凝固したコンポーネントまたは単結晶のコンポーネントの
優れた特性を失わせるからである。
【００５３】
　一般に方向性凝固した組織という言葉が使われるとき、それによって、粒界をもたない
またはせいぜいのところ小角粒界を有するにすぎない単結晶だけでなく、長手方向に延び
る粒界を有するが横方向の粒界は有さない柱状結晶構造も意味される。この後者の結晶構
造では、方向性凝固した組織（directionally solidified structures）という言い方も
用いられる。
　このような方法は、米国特許第６，０２４，７９２号明細書や欧州特許出願公開第０８
９２０９０Ａ１号明細書から知られている。
【００５４】
　同様に、翼１２０，１３０は腐食または酸化に対するコーティング、たとえばＭＣｒＡ
ｌＸ（Ｍは鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）の群のうちの少なくとも１
つの元素であり、Ｘは活性元素であり、イットリウム（Ｙ）および／またはケイ素および
／または希土類のうちの少なくとも１つの元素ないしハフニウム（Ｈｆ）を表す）を有す
ることができる。このような合金は、欧州特許第０４８６４８９Ｂ１号明細書、欧州特許
第０７８６０１７Ｂ１号明細書、欧州特許第０４１２３９７Ｂ１号明細書、または欧州特
許出願公開第１３０６４５４Ａ１号明細書から知られている。
【００５５】
　密度は理論密度の９５％であるのが好ましい。
【００５６】
　（中間層またはもっとも外側の層としての）ＭＣｒＡｌＸ層の上に、防護をする酸化ア
ルミニウム層（ＴＧＯ＝thermal grown oxide layer）が形成される。
【００５７】
　層の組成は、Ｃｏ－３０Ｎｉ－２８Ｃｒ－８Ａｌ－０．６Ｙ－０．７ＳｉまたはＣｏ－
２８Ｎｉ－２４Ｃｒ－１０Ａｌ－０．６Ｙを有しているのが好ましい。このようなコバル
ト基の保護コーティングのほか、特に、Ｎｉ－１０Ｃｒ－１２Ａｌ－０．６Ｙ－３Ｒｅま
たはＮｉ－１２Ｃｏ－２１Ｃｒ－１１Ａｌ－０．４Ｙ－２ＲｅまたはＮｉ－２５Ｃｏ－１
７Ｃｒ－１０Ａｌ－０．４Ｙ－１．５Ｒｅのようなニッケル基の保護層を適用することも
できる。
【００５８】
　ＭＣｒＡｌＸの上に断熱層がさらに設けられていてよく、この断熱層はもっとも外側の
層であるのが好ましく、たとえばＺｒＯ2、Ｙ2Ｏ3－ＺｒＯ2でできており、すなわち、こ
の断熱層は酸化イットリウムおよび／または酸化カルシウムおよび／または酸化マグネシ
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ウムによって部分的または全面的に安定化されているのではない。
断熱層はＭＣｒＡｌＸ層全体を覆う。
【００５９】
　たとえば電子ビーム蒸着（ＥＢ－ＰＶＤ）のような適当なコーティング方法により、柱
状の粒子が断熱層に生成される。
【００６０】
　これ以外のコーティング方法も考えられ、たとえば大気プラズマ溶射（ＡＰＳ）、ＬＰ
ＰＳ、ＶＰＳ、ＣＶＤなどが考えられる。断熱層は、より良い耐熱衝撃性のために、ミク
ロ割れまたはマクロ割れの入った多孔性粒子を有することができる。このように、断熱層
はＭＣｒＡｌＸ層よりも多孔性であるのが好ましい。
【００６１】
　再処理（Refurbishment）は、使用後にコンポーネント１２０，１３０から、場合によ
り防護層を取り除かなくてはならないことを意味している（たとえばサンドブラストによ
って）。その後、腐食層ないし腐食生成物および／または酸化層ないし酸化生成物の除去
が行われる。場合により、コンポーネント１２０，１３０にある亀裂もさらに補修される
。その後、コンポーネント１２０，１３０の再コーティングが行われて、コンポーネント
１２０，１３０があらためて使用される。
【００６２】
　翼１２０，１３０は中空または中実に施工されていてよい。翼１２０，１３０が冷却さ
れるべき場合、翼は中空であり、場合により膜冷却孔４１８（破線で図示）をさらに有し
ている。
【００６３】
　図３は、ガスタービンの燃焼室１１０を示している。燃焼室１１０は、一例として、回
転軸１０２を中心として円周方向に配置された多数のバーナ１０７が、火炎１５６を生成
する１つの共通の燃焼室空間１５４に開口する、いわゆる環状燃焼室として構成されてい
る。そのために、燃焼室１１０はその総体として、回転軸１０２を中心として位置決めさ
れた環状の構造として構成されている。
【００６４】
　比較的高い効率を実現するために、燃焼室１１０は、作動媒体Ｍのおよそ１０００℃か
ら１６００℃の比較的高い温度に備えて設計されている。材料にとって不都合であるこの
ような運転パラメータのときでも、比較的長い耐用寿命を可能にするために、燃焼室壁１
５３は作動媒体Ｍのほうを向く側に、遮熱部材１５５で形成された内張りを備えている。
【００６５】
　合金からなる各々の遮熱部材１５５は、作動媒体側で、特別に耐熱性の高い防護層（Ｍ
ＣｒＡｌＸ層および／またはセラミックコーティング）を装備しており、または、高温抵
抗性材料（中実なセラミック石）で製作されている。
【００６６】
　これらの防護層はタービン翼のものと類似のものとすることができ、すなわち例えばＭ
ＣｒＡｌＸとすることができる。ここでＭは鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（
Ｎｉ）の群のうちの少なくとも１つの元素であり、Ｘは活性元素であり、イットリウム（
Ｙ）および／またはケイ素および／または希土類のうちの少なくとも１つの元素ないしハ
フニウム（Ｈｆ）を表す。このような合金は、欧州特許第０４８６４８９Ｂ１号明細書、
欧州特許第０７８６０１７Ｂ１号明細書、欧州特許第０４１２３９７Ｂ１号明細書、また
は欧州特許出願公開第１３０６４５４Ａ１号明細書から知られている。
【００６７】
　ＭＣｒＡｌＸの上に、たとえばセラミックの断熱層がさらに設けられていてよく、これ
はたとえばＺｒＯ2、Ｙ2Ｏ3－ＺｒＯ2でできており、すなわち、この断熱層は酸化イット
リウムおよび／または酸化カルシウムおよび／または酸化マグネシウムによって部分的ま
たは全面的に安定化されているのではない。
【００６８】
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　たとえば電子ビーム蒸着（ＥＢ－ＰＶＤ）のような適当なコーティング方法により、柱
状の粒子が断熱層に生成される。
【００６９】
　これ以外のコーティング方法も考えられ、たとえば大気プラズマ溶射（ＡＰＳ）、ＬＰ
ＰＳ、ＶＰＳ、ＣＶＤなどが考えられる。断熱層は、より良い耐熱衝撃性のために、ミク
ロ割れまたはマクロ割れの入った多孔性粒子を有することができる。
【００７０】
　再処理（Refurbishment）は、使用後に遮熱部材１５５から、場合により防護層を取り
除かなくてはならないことを意味している（たとえばサンドブラストによって）。その後
、腐食層ないし腐食生成物および／または酸化層ないし酸化生成物の除去が行われる。場
合により、遮熱部材１５５にある亀裂もさらに補修される。その後、遮熱部材１５５の再
コーティングが行われて、遮熱部材１５５があらためて使用される。
【００７１】
　さらに、燃焼室１１０の内部の高い温度に基づき、遮熱部材１５５ないしその保持部材
のために冷却システムが設けられていてよい。その場合、遮熱部材１５５はたとえば中空
であり、場合によりさらに、燃焼室空間１５４に連通する冷却穴（図示せず）を有してい
る。
【００７２】
　図４は、本発明による溶接装置１を大幅に模式化した図面で示している。
【００７３】
　この装置は、レーザ３と、部品９の溶接されるべき領域へ粉末状の溶加材を投入するこ
とができる粉末供給装置５とを備えている。レーザ放射により、熱注入ゾーン１１が部品
表面に形成され、そこへ粉末１３も粉末供給装置５により投入される。レーザは３００Ｗ
レーザであるのが好ましく、特にＮｄ－ＹＡＧレーザであり、さらには特に波長λ＝１．
０６μｍである。レーザ出力は１００Ｗから３００Ｗの間であり、好ましくは１００Ｗか
ら２００Ｗの間であり、さらには特に１００Ｗから１５０Ｗの間である。そのようにして
溶接材料が良好に溶融するとともに下地も溶融するという利点があり、それによって稠密
な溶接個所、即ち、溶接継目が得られる。
                                                                                
              
【００７４】
　レーザ３と粉末供給装置５は、溶接されるべき領域７をもつコンポーネント表面に沿っ
て２つの次元（図４のｘ方向とｙ方向）でのレーザ３および粉末供給装置５の移動を可能
にするスキャン装置（または搬送装置）１５に配置されている。プロセス速度は少なくと
も２５０ｍｍ／ｍｉｎであり、特に４００ｍｍ／ｍｉｎ～６００ｍｍ／ｍｉｎ、さらには
特に５００ｍｍ／ｍｉｎである。そのようにして、溶接材料と基材への好ましい熱注入が
可能である。さらに本実施例のスキャン装置１５は、コンポーネント表面に対して垂直方
向（図４のｚ方向）へのレーザ３と粉末供給装置５のスライドも可能にする。このように
、スキャン装置１５を用いて、熱注入ゾーンと粉末の付着ゾーンを所定の経路に沿って移
動させることができる。スキャン装置としては、たとえばロボットアームを利用すること
ができる。レーザビームの直径は特に５００μｍから７００μｍであり、さらには特に６
００μｍである。それにより、供給される溶接材料を好ましく加熱することができる。
【００７５】
　スキャン装置１５により仲介される運動の制御は、溶接プロセスのその他のパラメータ
も制御する制御ユニット１７によって行われる。あるいは本実施例とは異なり、溶接プロ
セスのその他のパラメータの制御は追加の制御部によって、すなわち運動の進行制御とは
別個に行うこともできる。さらに、図示した実施例とは異なり、レーザ３と粉末供給装置
５を移動させるためのスキャン装置１５に代えて、可動のコンポーネント保持部を利用す
ることもできる。本発明の枠内において重要なのは、一方のレーザ３および粉末供給装置
５と、他方の部品９との間の相対運動だけである。
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【００７６】
　部品表面を肉盛溶接する本発明の方法は、コンポーネント９の溶接されるべき領域７へ
の材料付着のために、特に材料を多層に付着するために適用することができる。このとき
コンポーネント９を予熱する必要はなく、また、熱処理によって過エージングさせる必要
もない。
【００７７】
　以下においては、部品としてのタービン翼９の表面１０での肉盛溶接を取り上げて、本
方法について説明する。本実施例のタービン翼はγ’硬化されたニッケル基超合金ででき
ており、たとえばＩＮ７３８ＬＣ、ＩＮ９３９、Ｒｅｎｅ８０、ＩＮ６２０３ＤＳ、ＰＷ
Ａ１４８３ＳＸ、Ａｌｌｏｙ２４７等でできている。タービン翼９の表面１０で溶接され
るべき領域７は層状に肉盛溶接され、熱注入ゾーンは粉末１３の付着領域とともに溶接方
向に沿って、タービン翼９の溶接されるべき領域７にわたって移動する。粉末１３は、本
例ではγ’含有ニッケル基超合金から成る粉末であり、たとえばＩＮ７３８ＬＣ、ＩＮ９
３９、Ｒｅｎｅ８０、ＩＮ６２０３ＤＳ、ＰＷＡ１４８３、Ａｌｌｏｙ２４７等でできて
いる粉末である。
【００７８】
　溶接されるべき領域７に第１の層を肉盛溶接するときに熱注入ゾーン１１と粉末１３の
付着領域が進む経路Ｐ１が、図５に模式的に示されている。この図面は、溶接されるべき
領域７と、第１の層１９を肉盛溶接するときの溶接方向Ｓ１とともに、タービン翼９を示
している。ただし、同時に粉末１３の付着領域でもある熱注入ゾーン１１は、溶接方向Ｓ
１に沿って直線的にスライドするのではなく、溶接方向に沿った移動中に、同時に、溶接
方向に対して垂直方向へ振動する。それにより、熱注入ゾーン１１と粉末１３の付着領域
は、溶接されるべき領域７にわたって蛇行した経路Ｐ１を描く。
【００７９】
　第２の層２１（図４）の肉盛溶接のために、レーザ３と粉末供給装置５はスキャン装置
１５のｚ方向へわずかに移動する。さらに本実施例では、溶接方向Ｓ２は、第１の層の溶
接方向Ｓ１に対して９０°だけ回転する。第２の層２１を肉盛溶接するときの熱注入ゾー
ン１１および粉末１３の付着領域の経路Ｐ２が、図６に示されている。第２の層２１の肉
盛溶接のときにも、熱注入ゾーン１１は粉末１３の付着領域とともに、溶接方向Ｓ２に対
して垂直な方向へ振動する。したがって全体として、熱注入ゾーン１１と粉末１３の付着
領域の蛇行した経路Ｐ２が、溶接されるべき領域７にわたって生じる。
【００８０】
　実施例の枠内で説明した各経路は、考えられるさまざまな態様のうちの１つにすぎない
。原則として、溶接を実施するには複数の選択肢があり、第１は一方向の肉盛溶接、第２
は二方向の（たとえば蛇行した）肉盛溶接である。これらの態様の各々において、第２の
層の軌跡（経路）を第１の層の軌跡（経路）に対して平行にずらして溶接してもよいし、
または直角に溶接してもよい。これらの態様はいずれも本発明による方法の枠内で適用す
ることができる。
【００８１】
　レーザおよび粉末供給ユニットを移動させるとき、振動は、溶接方向に沿った単一の経
路によって、溶接されるべき領域７の全体が通過されるように選択することができ、その
様子は図５に示されており、または、溶接されるべき領域７の一部だけが通過され、領域
全体を肉盛溶接するために、相並んで延びる複数の経路Ｐ２が溶接方向Ｓ２に進むように
選択することもでき、その様子は図６に示されている。
【００８２】
　経路Ｐ１ないしＰ２に沿った熱注入ゾーン１１および粉末１３の付着領域の移動は、本
実施例では、少なくとも５００ｍｍ／ｍｉｎのプロセス速度で行われる。このときレーザ
出力、ビーム直径、および粉末流は、通過される領域の冷却速度が凝固時に８０００Ｋ／
ｓよりも高くなるように選択される。さらに第２の層２１に付着するとき、レーザ出力と
ビーム直径に関わるプロセスパラメータは、第１の層１９が再び溶融する再溶融深さが、
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に破線で図示されている。原則として、本例で述べたプロセス速度とは異なるプロセス速
度も可能であり、その場合、他のパラメータであるレーザ出力、ビーム直径、および粉末
流も相応に適合化しなければならない。
【００８３】
　高い冷却速度と高い凝固速度により、ミクロ偏析がほぼ回避される程度まで分布係数が
高くなる。熱注入ゾーン１１により引き起こされる溶融はデンドライト凝固し、このとき
この結晶構造は、再度溶融した領域に存在する結晶構造によって引き継がれる。このとき
デンドライトの成長方向は、経路Ｐ１、Ｐ２に沿って変化する。その原因は、デンドライ
トの可能な成長方向の向きが温度勾配に対して変化し、成長方向は温度勾配に対する最小
の傾きで、ないしは最小の成長速度で、全体に広がるからである。さらには、凝固前線の
手前に形成され、凝固中に凝固前線によって追いつかれる核が、ランダムに分布するデン
ドライト成長方向を生じさせる。このように不規則に分布するデンドライト配向は、主と
して層１９の上側半分に存在している。したがって小さい再溶融深さにより、デンドライ
ト配向が不規則に分布している領域の上に凝固前線が載ることが保証され、このことは多
層肉盛溶接において、直径が平均的に非常に小さい粒子をもつ多結晶が生成されることに
つながる。それにより、タービン翼９の溶接領域が亀裂形成に対して影響を受けにくくな
る。
【００８４】
　所要数の層１９，２１への付着が行われた後、タービン翼９に熱処理を施すことができ
、この熱処理は、希望するγ’の形態が生じる結果につながる。このことは、タービン翼
９の溶接領域の強度のいっそうの向上に役立つ。
【００８５】
　本発明の方法により、室温で、かつ溶接されるべきコンポーネントの事前の過エージン
グなしに肉盛溶接を行うことができ、凝固亀裂や再溶融亀裂の発生が抑止される。このこ
とは結果として、特にガスタービン翼あるいはその他のコンポーネントの高い負荷を受け
る領域の構造的な溶接について、是認できる溶接品質につながる。それと同時に、小さい
熱作用ゾーン（予熱が行われない）および熱作用ゾーンでの再溶融亀裂の抑止に基づき、
非常に低い熱注入しか基礎材料に行われないので、基材への非常に小さい影響しか生じな
い。
【符号の説明】
【００８６】
　３　熱源
　５　供給装置
　９　部品
　１０　部品表面
　１１　熱注入ゾーン
　１３　溶加材
　１５　搬送装置
　１７　制御ユニット
　１９　層
　２１　層
　Ｐ１　経路
　Ｐ２　経路
　Ｓ１　溶接方向
　Ｓ２　溶接方向
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